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第１章 人口動向分析 

 

１．人口推移 
 

（１）総人口と世帯数の推移 

・ 枝幸町の総人口は、1960 年（昭和 35 年）の 18,541 人をピークに減少を続けてお

り、2015 年（平成 27 年）には 8,568 人となり、ピーク時から約 10,000 人程度、

減少している。 

・ 世帯数は、1980 年（昭和 55 年）の 4,348 世帯がピークとなり、その後は約 4,000

世帯前後で推移している。（図表 1） 

・ 1 世帯あたりの家族人数は、1940 年（昭和 15 年）には 5.98 人であったが、2015

年（平成 27 年）には 2.13 人となり、核家族化が進んでいる。（図表 2） 

 

図表 1 総人口と世帯数の推移 

 
 

図表 2 1世帯あたりの人数の推移 

 

資料：総人口・世帯数については、2010 年（平成 22 年）までは国勢調査、2015 年（平成 27 年）は住民記

録年齢別人口集計表（平成 27 年 3 月末）（枝幸町）。 
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（２）年齢３区分別人口の推移 

・ 総人口がピークとなる 1960 年（昭和 35 年）以降、生産年齢人口（15 歳～64 歳）

及び年少人口（0 歳～14 歳）は減少傾向にあり、老年人口（65 歳以上）は増加傾向

にある。 

・ 1960 年（昭和 35 年）と 2015 年（平成 27 年）を比べると、生産年齢人口は 56.2％

減少し、年少人口は 84.9％減少している一方で、老年人口は約 3.6 倍にまで増加し

ている。（図表 1） 

・ 年齢3区分別の全体に対する割合をみると、1955年（昭和30年）は年少人口が38.8％、

生産年齢人口が 57.3％、老年人口が 3.9％であったが、1995 年（平成 7 年）には、

年少人口と老年人口の割合が逆転し、2015 年（平成 27 年）には年少人口が 11.9％、

生産年齢人口が 56.3％、老年人口が 31.8％となり、急速に少子高齢化が進んでいる。

（図表 2） 

 

図表 1 年齢 3区分別人口の推移 

 
 

図表 2 年齢 3区分別の全体に対する割合の推移 

 

資料：人口については、2010 年（平成 22 年）までは国勢調査、2015 年（平成 27 年）は住民記録年齢別人

口集計表（平成 27 年 3 月末）（枝幸町）。 
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（３）年齢構成 

・ 2015 年（平成 27 年）の人口ピラミッドを見ると、団塊世代（第１次ベビーブーム）

を含む 60 代が多く、20 代以下が少なくなっている。（図表 1） 

・ また、特に出生数に大きく影響する 20～30 代の女性の人口推移をみると、2007 年

（平成 19 年）は 972 人であったが、2015 年（平成 27 年）には 738 人となり、約

200 人減少している。（図表 2） 

・ 今後、団塊世代の高齢化が進む一方で、将来の子どもの出生数に大きく影響する 20

～30 代の女性の人口が減少傾向にあるため、急激な人口の自然減少が予測される。 

 

図表 1 人口ピラミッド（2015年・平成 27年） 

 
資料：住民記録年齢別人口集計表（平成 27 年 3 月末）（枝幸町） 

 

図表 2 20～30代の女性の人口推移 

 
資料：2007 年（平成 19 年）～2014 年（平成 26 年）までは、年齢 5 歳階級別人口（市町村別、男

女別人口）（北海道地域行政局市町村課調べ）、2015 年（平成 27 年）は住民記録年齢別人口

集計表（平成 27 年 3 月末）（枝幸町）。 
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２．自然動態 ～出生・死亡～ 
 

（１）出生数と死亡数の推移 

・ 出生数は、減少傾向にあり、1975 年（昭和 50 年）は 255 人であったが、2013 年

（平成 25 年）には 63 人となり、75.3％と大きく減少している。 

・ 死亡数は、わずかに増加傾向にあるものの、おおよそ 100 人程度となっている。 

・ 1995 年（平成 7 年）に死亡数が出生数を上回る自然減となり、その後 1997 年（平

成 9 年）以降、現在まで自然減の状態が続いている。 

 

図表 出生数と死亡数の推移 

 

資料：1975 年（昭和 50 年）～1979 年（昭和 54 年）及び 2013 年（平成 25 年）は住民基本台帳、

1980 年（昭和 55 年）～2012 年（平成 24 年）は統計局の都道府県・市区町村のすがた（社会・

人口統計体系）。 
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（２）合計特殊出生率の推移 

・ 合計特殊出生率※は、国、北海道及び札幌市と比較すると高い水準で推移しているが、

1983 年（昭和 58 年）～1987 年（昭和 62 年）には 2.01 で、2008 年（平成 20 年）

～2012 年（平成 24 年）には 1.51 にまで低下し、人口維持水準とされる 2.07 を下

回っている。（図表 1） 

・ 近隣の市町村や人口規模と年齢 3 区分別の割合が枝幸町と同程度の市町村を見ても、

そのほとんどが減少傾向で推移しており、人口維持水準を下回っている。（図表 2,3） 

※一人の女性が一生に産む子供の平均数。 

 

図表 1 合計特殊出生率（枝幸町、国、北海道、札幌市） 

 

 

図表 2 合計特殊出生率（近隣の市町村）     図表 3 合計特殊出生率（同規模の市町村） 

 

資料：人口動態保健所・市区町村別統計 
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（３）15～49 歳の未婚率の推移 

・ 2010 年（平成 22 年）の 15～49 歳の未婚率をみると、男性で 43.3％、女性で 32.5％

となっており、2000 年（平成 12 年）と比べ、男女とも約 4 ポイント上昇している。 

・ 年齢階級別区分の未婚率をみると、2000 年（平成 12 年）以降、男性では 20～24

歳及び 25～29 歳、女性では 20～24 歳の上昇の度合いが他の年代に比べ高くなって

いる。（図表 1,2） 

 

図表 1 未婚率の推移（男） 

 
 

図表 2 未婚率の推移（女） 

    
 

資料：国勢調査 

   ※2000 年（平成 12 年）及び 2005 年（平成 17 年）については、旧枝幸町と旧歌登町の加算値。 
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【参考】枝幸町における夫婦共働きの状況 

 

・ 夫婦共働きの割合（夫婦のいる世帯数に対する夫婦共働きの世帯数の割合）をみる

と、枝幸町は 2005 年（平成 17 年）は 49.6%だったが、2010 年（平成 22 年）には

51.1%と、夫婦のいる世帯数の半数以上となった。 

 

図表 夫婦共働きの割合 

 

 

 

資料：国勢調査 
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３．社会動態 ～転入・転出～ 
 

（１）転入者数と転出者数の推移 

・ 転入者数は、減少傾向にあり、1976 年（昭和 51 年）は 888 人であったが、1993

年（平成 5 年）には 400 人を下回った。 

・ 転出者数も減少傾向にあり、1976 年（昭和 51 年）は 1,203 人であったが、2001

年（平成 13 年）以降はおおよそ 500 人以下で推移している。 

・ 1975 年（昭和 50 年）以降、転入者数、転出者数とも減少傾向にあるため、減少幅

は縮小しているものの、転出者数が転入者数を上回る社会減が続いている。 

・ 減少幅については、1987 年（昭和 62 年）は社会減のピークとなる 334 人を記録し

たが、その後の 2013 年（平成 25 年）には 55 人に留まっている。 

 

図表 転入者数と転出者数の推移 

 

 

資料：住民基本台帳 
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（２）人口移動の状況 

 

① 年齢階級別の人口移動の状況 

・ 2006 年（平成 18 年）から 2014 年（平成 26 年）の年齢階級別の転出と転入の推移

をみると、20 代と 30 代の人口移動が多い。 

・ 特に 20 代では、社会減の幅は縮小傾向にあるが、依然として転出超過が続いている。

また、30 代では、2009 年（平成 21 年）と 2010 年（平成 22 年）には 20 人前後の

社会増となったが、2011 年（平成 23 年）以降はおおむね転出・転入の均衡が取れ

た状態で推移している。（図表 1） 

・ 進学による人口移動をみるため、19 歳以下について細分化してみると、特に 15～

19 歳が他の年齢層に比べ、社会減の幅が大きくなっている。（図表 2） 

 

図表 1 年齢階級別の転入者数と転出者数の推移 

 

 

図表 2 19歳以下の転入者数と転出者数の推移 

 

資料：住民基本台帳  
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② 転出・転入の状況 

・ 2012 年（平成 24 年）から 2014 年（平成 26 年）の転出・転入の状況について見る

と、各年とも道外が少なく、ほとんどが道内での移動となっている。 

・ また、転出・転入とも札幌市と旭川市が多く、両市共 20～30 人程度、転出者の方

が多い状況にある。 

 

図表 転出と転入の状況（2012年・平成 24年） 

 

 

 

 

 

 

  

移動後の住所 移動前の住所
都道府県、道内市町村 都道府県、道内市町村

【転出合計】 359 【転入合計】 258 【合計】 -101

【道内合計】 329 【道内合計】 213 【道内合計】 -116

札幌市 75 札幌市 48 札幌市 -27

旭川市 47 旭川市 30 旭川市 -17

名寄市 23 名寄市 15 稚内市 -10

稚内市 19 幌延町 10 中頓別町 -9

中頓別町 13 稚内市 9 名寄市 -8

浜頓別町 10 浜頓別町 9 興部町 -8

猿払村 9 猿払村 7 小樽市 -8

興部町 9 士別市 7 美深町 -6

小樽市 8 利尻町 7 紋別市 -6

神奈川県 8 浦河町 5 神恵内村 -5

東京都 7 神奈川県 5 千歳市 -4

美深町 7 愛知県 4 北見市 -4

紋別市 6 茨城県 4 下川町 -4

神恵内村 5 熊本県 4

千歳市 5 静岡県 4

苫小牧市 5 千葉県 4

北見市 5 中頓別町 4

雄武町 5 東京都 4

下川町 4 幌加内町 4

深川市 4

函館市 4

豊富町 4

人数 人数 都道府県、道内市町村 社会増減

転出 転入－転出転入

資料：住民基本台帳。各年とも 1 月 1 日から 12

月 31 日までの実績をもとに算出 

※移動人数 3 人以下は未掲載 

※道内は各市町村、道外は都道府県単位で表記 

※網掛けは道外 
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図表 転出と転入の状況（2013年・平成 25年） 

   

図表 転出と転入の状況（2014年・平成 26年） 

 

  

移動後の住所 移動前の住所
都道府県、道内市町村 都道府県、道内市町村

【転出合計】 336 【転入合計】 263 【合計】 -73

【道内合計】 296 【道内合計】 231 【道内合計】 -65

札幌市 68 札幌市 50 札幌市 -18

旭川市 42 旭川市 31 士別市 -12

稚内市 19 稚内市 18 旭川市 -11

士別市 12 名寄市 9 中頓別町 -8

中頓別町 10 雄武町 8 北見市 -6

名寄市 9 豊富町 7 室蘭市 -6

江別市 8 青森県 6 江別市 -5

富良野市 8 美深町 6 富良野市 -5

北見市 8 紋別市 6 利尻富士町 -5

千葉県 7 猿払村 5 苫小牧市 -5

雄武町 7 東川町 5 千葉県 -4

利尻富士町 7 浜頓別町 5 岩見沢市 -4

室蘭市 6 愛知県 4 八雲町 -4

岩見沢市 5 遠別町 4 中標津町 -4

苫小牧市 5 小樽市 4

八雲町 5 白糠町 4

美深町 5

紋別市 5

海外 4

神奈川県 4

青森県 4

中標津町 4

北広島市 4

人数 人数 都道府県、道内市町村 社会増減

転出 転入－転出転入

移動後の住所 移動前の住所
都道府県、道内市町村 都道府県、道内市町村

【転出合計】 344 【転入合計】 250 【合計】 -94

【道内合計】 314 【道内合計】 224 【道内合計】 -90

札幌市 74 札幌市 53 旭川市 -30

旭川市 51 旭川市 21 札幌市 -21

名寄市 15 猿払村 17 帯広市 -13

帯広市 13 名寄市 17 利尻富士町 -13

利尻富士町 13 士別市 12 稚内市 -8

稚内市 12 浜頓別町 11 幌延町 -7

北広島市 10 中頓別町 9 雄武町 -6

北見市 7 海外 8 北見市 -5

幌延町 7 江別市 7 茨城県 -5

雄武町 7 北広島市 7 千歳市 -4

士別市 6 紋別市 7 興部町 -4

浜頓別町 6 函館市 5

茨城県 5 稚内市 4

猿払村 5 余市町 4

海外 5

千歳市 5

函館市 5

興部町 4

釧路市 4

江別市 4

神奈川県 4

登別市 4

紋別市 4

人数 人数 都道府県、道内市町村 社会増減

転出 転入－転出転入

資料：住民基本台帳。各年とも 1 月 1 日から 12

月 31 日までの実績をもとに算出 

※移動人数 3 人以下は未掲載 

※道内は各市町村、道外は都道府県単位で表記 

※網掛けは道外 

資料：住民基本台帳。各年とも 1 月 1 日から 12

月 31 日までの実績をもとに算出 

※移動人数 3 人以下は未掲載 

※道内は各市町村、道外は都道府県単位で表記 

※網掛けは道外 
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【参考】通勤・通学状況 

 

・ 普段の通勤・通学の状況についてみると、150 人以上が町外に通っている状況にあ

る。 

・ 人口減少に歯止めをかける手段として、通勤・通学のために他市町村に通っている

人がそのままその市町村に転出しないようにする対策も重要であると思われる。 

 

 

図表 通勤・通学の状況 

 

※2010 年（平成 22 年）の当地に常住する就業者・通学者数には、従業通学地不詳を含まない 

  

2000年（平成12年）

浜頓別町 雄武町 中頓別町 猿払村 その他

5,928人 160人 61人 45人 13人 13人 28人

97.4% 2.6% 1.0% 0.7% 0.2% 0.2% 0.5%

2005年（平成17年）

浜頓別町 雄武町 中頓別町 その他

5,181人 169人 75人 28人 17人 49人 8人

96.7% 3.2% 1.4% 0.5% 0.3% 1.0% 0.1%

2010年（平成22年）

浜頓別町 雄武町 中頓別町 猿払村 その他

4,968人 151人 71人 32人 16人 13人 19人

97.0% 3.0% 1.4% 0.6% 0.3% 0.3% 0.4%

人口
当地に常住
する就業者・

通学者数
町内 町外

10,509人 6,088人

人口
当地に常住
する就業者・

通学者数
町内 町外

9,125人 5,119人

不詳

9,815人 5,358人

人口
当地に常住
する就業者・

通学者数
町内 町外
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４．自然動態・社会動態の状況 
 

（１）人口増減 ～自然増減・社会増減～ 

・ 自然増減と社会増減を併せてみると、1994 年（平成 6 年）までは、自然増（出生数

＞死亡数）の増加要因もあったが、1995 年（平成 7 年）に初めて自然減・社会減と

なり、1997 年（平成 9 年）以降は年間で約 50～240 人（自然減＋社会減）の減少

が続いている。 

 

図表 人口増減の状況 

 
 

資料：住民基本台帳 
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（２）総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

・ 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響をみるため、自然増減数を縦

軸、社会増減数を横軸にとり、各年をプロットした。 

・ 図の網掛け部分は、自然増減と社会増減の合計値がマイナスとなるエリアである。 

・ 1975 年（昭和 50 年）から 1994 年（平成 6 年）までは、プラスとなる自然増であ

ったが、社会減がそれを上回り人口減少となっており、1995 年（平成 7 年）以降は、

社会減に合わせて、死亡数が出生数を上回る自然減も加わり、急激な人口減少傾向

となっている。 

 

図表 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響 

 

  

-200

-100

0

100

200

300

400

-400 -300 -200 -100 0 100 200

自
然
増
減
数(

人)

社会増減数(人)

1975年（昭和50）

（起点）

2013年（平成25）

（終点）

1992年（平成4）

1978年（昭和53）

1987年（昭和62）

1985年（昭和60）

1984年（昭和59）

1995年（平成7）



 

15 

第２章 将来人口推計と分析 

 

１．将来人口推計 
 

（１）総人口の推計 

・ 国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という）及び日本創成会議に準拠

した将来人口推計を行った。 

・ 25 年後の 2040 年（平成 52 年）の人口をみると、社人研の推計では 5,777 人となり

2010 年（平成 22 年）と比べ 36.7％の減少、日本創成会議の推計では 5,049 人、44.7％

の減少となり、いずれの推計においても、25 年間で 3,000 人以上の人口が減少する

見込みとなる。 

 

図表 将来人口推計（社人研・日本創成会議） 
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7,000

8,000

9,000
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国立社会保障・人口問題研究所 推計 日本創成会議 推計

日本創成会議推計年 人口ビジョン対象年

（人）

（年）

（平成22） （平成32） （平成42） （平成52） （平成62） （平成72）
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 推計の概要 

社人研 

・主に 2005 年（平成 17）から 2010 年（平成 22）の人口の動向を勘案し将来の人

口を推計。 

・移動率は、今後、全域的に縮小すると仮定。 

＜出生に関する仮定＞ 

・2010 年（平成 22）の全国の子ども女性比（15～49 歳女性人口に対する 0～4 歳

人口の比）と各市町村の子ども女性比との比をとり、その比が 2015 年（平成 27）

以降、2040 年（平成 52）まで一定として市町村ごとに仮定。 

＜死亡に関する仮定＞ 

・64 歳以下では、全国と都道府県の 2005 年（平成 17）→2010 年（平成 22）の生

残率の比から算出される生残率を都道府県内市町村に対して一律に適用。65 歳以

上では、上述に加えて都道府県と市町村の 2000 年（平成 12）→2005 年（平成

17）の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適用。 

＜移動に関する仮定＞ 

・2005 年（平成 17）～2010 年（平成 22）の国勢調査（実績）に基づいて算出さ

れた純移動率が 2015 年（平成 27）～2020 年（平成 32）までに定率で 0.5 倍に

縮小し、その後はその値を 2035 年（平成 47）～2040 年（平成 52）まで一定と

仮定。 

日本創成 

会議 

・社人研推計をベースに、移動に関して異なる仮定を設定。 

＜出生・死亡に関する仮定＞ 

・社人研推計と同様。 

＜移動に関する仮定＞ 

・全国の移動総数が、社人研の 2010 年（平成 22）～2015 年（平成 27）の推計値

から縮小せずに、2035 年（平成 47）～2040 年（平成 52）まで概ね同水準で推

移すると仮定。 
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（２）年齢３区分別人口の推計 

・ 社人研準拠の推計を用いて年齢 3 区分別の 2060 年（平成 72 年）の人口をみると、

年少人口は 385 人となり 2010 年（平成 22 年）から 67.2％減少、生産年齢人口は

2,008 人となり 62.6％減少、老年人口は 1,561 人となり 39.4％減少すると見込まれ

る。（図表 1） 

・ また、年齢 3 区分別の割合をみると、生産年齢人口割合と老年人口割合の差が少な

くなると見込まれる。（図表 2） 

 

図表 1 年齢 3区分別人口（社人研） 

 

図表 2 年齢 3区分別の割合（社人研） 
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31.8%
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（３）２０～３９歳女性人口の推計  

・ 出生数に大きく影響すると考えられる 20～39 歳の女性人口（2010 年（平成 22 年）

913 人）をみると、2040 年（平成 52 年）には社人研推計で 524 人、日本創成会議

推計で 430 人と 2010 年（平成 22 年）と比べて 4~5 割減少すると見込まれる。 

 

図表 20～39歳女性人口の推計 
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２．人口減少段階の分析 
・ 社人研準拠の人口推計を用いて、年齢 3 区分別の推移を指数化すると、2030 年（平

成 42 年）から人口減少が「第 3 段階」に入ると推測される。（図表 1） 

・ 特に年少人口と生産年齢人口の減少が激しく、2040 年（平成 52 年）には 2010 年（平

成 22 年）の約半数になると見込まれる。一方、老年人口は約 9 割程度に留まり減少

幅は小さいと見込まれる。（図表 2） 

 

人口減少は、以下の 3 段階を経て進行するとされている 

「第 1 段階：老年人口の増加＋生産年齢人口および年少人口の減少(総人口の減少)」 

「第 2 段階：老年人口の維持・微減＋生産年齢人口および年少人口の減少」 

「第 3 段階：老年人口の減少＋生産年齢人口および年少人口の減少」 

 

図表 1 年齢 3区分別の人口減少状況 

 

図表 2 2010年（平成 22年）を基準とした年齢 3区分別の人口減少段階推計 

  

区分
2010年

（平成22年）

2040年

（平成52）

2010年（平成22年）

対比(％)

人口減少

段階

老年人口 2,576 2,293 89.0

生産年齢人口 5,375 2,899 53.9

年少人口 1,174 585 49.8

総人口 9,125 5,777 63.3

3
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（年）
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３．将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析 
 

（１）シミュレーションの実施 

・ 将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響度を分析するため、社人研に準拠した

人口推計をベースとし、次に示す 2 つのシミュレーションを行った。 

 

シミュレーション１：社人研推計の合計特殊出生率が人口を長期的に一定に保てる

水準の 2.1 まで上昇したとした場合のシミュレーション 

シミュレーション２：シミュレーション１の転入者数・転出者数が同数となり移動

がゼロとなった場合のシミュレーション 

 

図表 シミュレーションの考え方 

 

 

【参考】社人研推計の合計特殊出生率は、下記の通り。 

 

 

  

社人研推計

シミュレーション１

シミュレーション２

出生率を2.1まで上昇

させた場合の増加分

転入者数・転出者数

が同数となり移動が

ゼロとなった場合の

増加分

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年
(平成27) (平成32) (平成37) (平成42) (平成47)

1.51478 1.48223 1.45438 1.45580 1.45908

2040年 2045年 2050年 2055年 2060年
(平成52) (平成57) (平成62) (平成67) (平成72)

1.45969 1.45969 1.45969 1.45969 1.45969
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・ シミュレーションの結果、2040 年(平成 52 年)の社人研の推計は 5,777 人であるのに

対し、シミュレーション１では 6,087 人、シミュレーション２では 7,300 人となり、

社人研の推計に比べ 300～1,500 人程度多くなる。 

 

図表 シミュレーション結果 
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（２）影響度の評価基準 

① 自然増減の影響度 

・ 自然増減の影響度については、社人研推計とシミュレーション１（社人研推計の出

生率を 2.1 まで上昇させた）を比較し、人口がどの程度増加するかを 5 段階で評価

する。 

 

自然増減の影響度 5 段階評価 

 

 

100％未満  ＝「１」 

100～105％ ＝「２」 

105～110％ ＝「３」 

110～115％ ＝「４」 

115%以上   ＝「５」 

 

 

② 社会増減の影響度 

・ 社会増減の影響度については、シミュレーション１とシミュレーション２（シミュ

レーション１の転入者数・転出者数が同数となり移動がゼロ）を比較し、人口がど

の程度増加するかを 5 段階で評価する。 

 

社会増減の影響度 5 段階評価 

 

 

100％未満  ＝「１」 

100～110％ ＝「２」 

110～120％ ＝「３」 

120～130％ ＝「４」 

130%以上   ＝「５」 

 

出典：「地域人口減少白書（2014 年－2018 年）」 

  

  

社人研推計の総人口 

シミュレーション１の総人口 

違いは出生率 

シミュレーション１の総人口 

シミュレーション２の総人口 

違いは移動率 
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（３）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析 

・ シミュレーション１及び２の 2040 年（平成 52 年）の推計値をもとに、自然増減・

社会増減の影響度を算出すると、自然増減の影響度、社会増減の影響度とも「３」

となるが、社会増減の影響度は 119.9％と「４」に近い数値となっている。 

・ このことより、枝幸町の将来人口には自然増減よりも社会増減の影響が大きく、人

口減少に歯止めをかけるためには、今後、社会増をもたらすような対策が必要とな

る。 

 

分類 計算方法 影響度 

自然増減の

影響度 

シミュレーション１の 2040 年（平成 52 年）の推計人口 6,087 人 

社人研の 2040 年（平成 52 年）の推計人口 5,777 人 

＝105.3％ 

３ 

社会増減の

影響度 

シミュレーション２の 2040 年（平成 52 年）の推計人口 7,300 人 

シミュレーション１の 2040 年（平成 52 年）の推計人口 6,087 人 

＝119.9％ 

３ 

 

【参考：全道における枝幸町の位置づけ】 

 

1 2 3 4 5 総計

社会増減の

影響度
22

(2040年・

平成52年)
-11.60%

30

-15.90%

51

-27%

50

-26.50%

36

-19%

4 57 98 24 6 189

-2.10% -30.20% -51.90% -12.70% -3.20% -100%

札幌市、札幌市東区、札幌市

西区、札幌市厚別区、札幌市

北区、札幌市手稲区、札幌市

清田区、札幌市白石区 

仁木町、札幌

市中央区、札

幌市豊平区 

自然増減の影響度(2040年・平成52年)

1 芽室町、音更町、更別村 
東川町、ニセコ町、幕別町、鹿部町、七飯

町、恵庭市、千歳市、東神楽町 

2

清水町、安平町、月形町、留

寿都村、鷹栖町、赤井川村、

中標津町、鶴居村 

砂川市、北斗市、旭川市、帯広市、北見

市、西興部村、網走市、石狩市、長沼町、

斜里町、苫小牧市、伊達市、今金町、中札

内村、室蘭市、名寄市、富良野市、登別市

 

札幌市南区、北広島市、岩見

沢市 
江別市 

3 泊村、京極町 

中富良野町、黒松内町、下川

町、猿払村、神恵内村、倶知

安町、大樹町、広尾町、厚真

町、士幌町、上士幌町、大空

町、知内町、鹿追町、小清水

町 

北竜町、秩父別町、新十津川町、新得町、

新冠町、当麻町、枝幸町、興部町、美幌

町、美深町、佐呂間町、遠軽町、湧別町、

白老町、美瑛町、池田町、比布町、剣淵

町、栗山町、余市町、稚内市、森町、八雲

町、新篠津村、釧路市、寿都町、滝川市 

占冠村、増毛町、長万部町、

豊浦町、小樽市、雨竜町、函

館市 

赤平市、南幌町、福島町  音威子府村 

4 えりも町 

乙部町、弟子屈町、本別町、

羽幌町、厚沢部町、初山別

村、足寄町、訓子府町、島牧

村、上富良野町、共和町、喜

茂別町、真狩村、別海町、日

高町、和寒町、標茶町 

津別町、むかわ町、新ひだか町、壮瞥町、

置戸町、紋別市、士別市、滝上町、根室

市、深川市、浦臼町、南富良野町、由仁

町、上川町、愛別町、岩内町、積丹町、沼

田町、奈井江町、標津町、蘭越町、小平

町、浜中町、洞爺湖町、厚岸町、釧路町、

幌延町、浜頓別町 

古平町、美唄市、雄武町  当別町 

総計

5 利尻富士町 

陸別町、浦幌町、利尻町、礼

文町、奥尻町、清里町、中頓

別町、天塩町、豊富町、遠別

町、幌加内町、中川町、妹背

牛町、平取町 

苫前町、せたな町、白糠町、上砂川町、豊

頃町、浦河町、様似町、江差町、歌志内

市、松前町、羅臼町、三笠市、木古内町、

芦別市、上ノ国町、留萌市、夕張市

枝幸町
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第３章 人口の変化が地域の将来に与える影響分析・考察 

 

１．産業及び雇用への影響 

 

（１）産業別就業人口 

① 産業別就業人口の推移 

・ 産業別就業人口をみると、男性は漁業が最も多く、次いで建設業、農業・林業とな

り、女性は製造業が最も多く、次いで、医療・福祉、卸売業・小売業となっている。

（図表 1） 

・ 産業別就業人口が多い産業に着目し、産業別の特化係数※をみると、男女とも農業や

漁業の数値が高く、枝幸町の産業構造の特徴といえる。（図表 2） 

・ 産業別就業人口が多い産業について年齢階級別にみると、男性の漁業、製造業は 40

代以下が 5 割以上であるが、農業・林業では 40 代以下が約 4 割となっており、農業・

林業では、高齢化が進んでいる。 

・ また、女性の卸売業・小売業と医療・福祉は 40 代以下が 6～7 割程度と高いが、製

造業は 40 代以下が約 4 割となっており、製造業では高齢化が進んでいる。（図表 3） 

 

図表 1 2010年（平成 22年）産業別就業人口と特化係数 

 
資料：国勢調査 

※産業別の特化係数は、（枝幸町の X 産業の就業者比率）÷（全国の X 産業の就業者比率）で算出され、

１であれば全国と同様、１以上であれば枝幸町の X 産業は全国に比べて特化している。  
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図表 2 2010年（平成 22年）産業別就業者比率 

 

資料：国勢調査 

  

うち農業

男性 3.85% 3.67% 0.39% 0.05% 11.14% 19.50% 0.72%

女性 3.50% 3.47% 0.17% 0.01% 2.65% 11.68% 0.16%

男性 11.49% 9.00% 16.69% 0.37% 16.47% 7.17% 0.56%

女性 8.43% 7.74% 10.23% 0.05% 2.58% 25.10% 0.14%

男性 5.92% 5.50% 1.64% 0.13% 13.63% 8.65% 0.80%

女性 5.81% 5.70% 1.04% 0.02% 2.67% 7.48% 0.15%

男性 3.0 2.5 42.4 6.8 1.5 0.4 0.8

女性 2.4 2.2 60.9 3.4 1.0 2.1 0.9

情報通信業
運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術サー

ビス業

宿泊業，
飲食サービス業

男性 3.46% 7.68% 14.22% 2.02% 2.00% 3.77% 3.86%

女性 1.75% 2.36% 19.42% 3.23% 1.69% 2.42% 8.25%

男性 0.33% 5.50% 10.00% 0.63% 0.30% 1.71% 2.49%

女性 0.09% 1.70% 13.82% 1.11% 0.09% 0.55% 5.20%

男性 2.06% 8.86% 14.50% 1.66% 1.94% 3.22% 4.10%

女性 1.11% 2.15% 19.65% 2.61% 1.41% 1.82% 9.00%

男性 0.1 0.7 0.7 0.3 0.1 0.5 0.6

女性 0.1 0.7 0.7 0.3 0.1 0.2 0.6

生活関連サー
ビス業，
娯楽業

教育，
学習支援業

医療，福祉
複合サービス事

業

 サービス業（他
に分類されない

もの）

公務（他に分類
されるものを除

く）

分類不能の
産業

男性 2.61% 3.41% 4.22% 0.63% 6.26% 4.38% 5.83%

女性 5.13% 5.77% 18.38% 0.63% 4.98% 2.05% 5.77%

男性 1.97% 3.87% 3.05% 3.79% 5.84% 7.70% 0.07%

女性 3.13% 4.15% 14.46% 1.43% 5.30% 2.40% 0.04%

男性 2.78% 4.00% 5.13% 1.13% 6.79% 7.53% 5.53%

女性 5.43% 4.76% 20.07% 0.86% 6.26% 2.31% 5.39%

男性 0.8 1.1 0.7 6.0 0.9 1.8 0.0

女性 0.6 0.7 0.8 2.3 1.1 1.2 0.0
特化係数

特化係数

全国

枝幸町

（参考）北海道

特化係数

全国

枝幸町

（参考）北海道

電気・ガス・熱
供給・水道業

全国

枝幸町

（参考）北海道

農業，林業 漁業
鉱業，

採石業，
砂利採取業

建設業 製造業



 

26 

図表 3 2010年（平成 22年）主な産業の男女別年齢階級割合 

 

資料：国勢調査 
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② 人口減少が産業別就業人口に及ぼす影響 

・ ここでは、特に就業人口が多い農業・林業、漁業、建設業、製造業および卸売業・

小売業の 2040 年（平成 52 年）の就業人口を推計する。 

・ まず、各産業の各年の就業人口割合、前年割合との差とその平均値を算出し（図表 1）、

2040 年（平成 52 年）まで、平均値のまま一定の割合で増減すると仮定し、各産業

の就業人口割合を推計すると、農業・林業が 7.7％、漁業が 18.0％、建設業が 5.5％、

製造業が 18.8％、卸売業・小売業が 7.5％と見込まれる（図表 2）。なお、建設業に

ついては、1995 年（平成 7 年）～2010 年（平成 22 年）の全体に対する割合の変動

が大きいため、1985 年（昭和 60 年）～2010 年（平成 22 年）までを対象とした。 

・ ここで、2010 年（平成 22 年）の生産年齢人口に対する就業者数の割合が 2040 年（平

成 52 年）まで一定と仮定すると、2010 年（平成 22 年）の生産年齢人口（5,375 人）

に対する就業者数（4,861 人）の割合は 90.4%となり、2040 年（平成 52 年）の就業

者数は生産年齢人口(2,899 人)×90.4%で 2,622 人となる。（図表 3） 

・ この就業者数（2,622 人）に就業人口割合見込みを乗じると、農業・林業は 202 人、

漁業は 472 人、建設業は 144 人、製造業は 493 人、卸売業・小売業は 197 人となり、

2010 年（平成 22 年）と比べ、農業・林業は 290 人減、漁業は 199 人減、建設業は

355 人減、製造業は 245 人減、卸売業・小売業は 372 人減と見込まれる。（図表 4） 

 

図表 1 各産業の就業人口割合の推移 
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図表 2 各産業の 2040年（平成 52年）の就業人口割合見込み 

 
 

 

図表 3 2040年（平成 52年）の就業人口全体の見込み 

 
 

 

図表 4 各産業の 2040年（平成 52年）の主な就業人口見込み 
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（平成22年）

2015年
（平成27年）

2020年
（平成32年）
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2030年
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農業・林業 10.1% 9.7% 9.3% 8.9% 8.5% 8.1% 7.7%

漁業 13.8% 14.5% 15.2% 15.9% 16.6% 17.3% 18.0%

建設業 10.3% 9.5% 8.7% 7.9% 7.1% 6.3% 5.5%

製造業 15.2% 15.8% 16.4% 17.0% 17.6% 18.2% 18.8%

卸売業、小売業 11.7% 11.0% 10.3% 9.6% 8.9% 8.2% 7.5%

2010年（平成22年） 2040年（平成52年）

就業者数 4,861 2,622
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生産年齢人口に対する
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90.4%
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就業人口割合 7.7% 18.0% 5.5% 18.8% 7.5%

就業者数 2,622 202 472 144 493 197
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（２）産業別事業所数・従業者数 

① 産業別事業所数の推移 

・ 全体の事業所数は、2009 年（平成 21 年）は 483 事業所であったが、2012 年（平成

24 年）には 465 事業所となり、3 年間で 18 事業所が減少している。 

・ 産業別事業所数をみると、特に卸売業・小売業が大きく減少しており、2009 年（平

成 21 年）は 119 事業所であったが、2012 年（平成 24 年）は 104 事業所となり、3

年間で 15 事業所減少しているが、製造業、不動産業・物品賃貸業、医療・福祉につ

いては、2～6 事業所増加している。 

 

図表 産業別事業所数 

 

資料：2009 年（平成 21 年）は、総務省「平成 21 年経済センサス－基礎調査」、2012 年（平成 24 年）は、

総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス－活動調査」  

※件数については、会社数と個人事業所を合算  
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② 産業別従業者数の推移 

・ 全体の従業者数は、2009 年（平成 21 年）は 3,425 人であったが、2012 年（平成 24

年）には 2,786 人となり、3 年間で 639 人（18.7%）減少している。 

・ 産業別従業者数をみると、特に卸売業・小売業が大きく減少しており、2009 年（平

成 21 年）は 855 人であったが、2012 年（平成 24 年）は 633 人となり、3 年間で

222 人（26.0%）減少している。また、建設業、製造業および複合サービス事業につ

いても、80～160 人程度減少し、医療・福祉については、28 人増加している。 

 

図表 産業別従業者数 

 

資料：2009 年（平成 21 年）は、総務省「平成 21 年経済センサス－基礎調査」、2012 年（平成 24 年）は、

総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス－活動調査」  
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（３）産業別売上高 

・ 町内企業の業種別の売上高をみると、製造業が 83 億 9,500 万円（28.9%）と最も多

く、次いで建設業が 72 億 7,200 万円（25.0%）、卸売業・小売業が 66 億 6,000 万円

（23.0%）となっている。（図表 1） 

・ 町内企業の町外での販売額を業種別にみると、製造業が 46 億 4,260 万円（75.5%）

となり、全体の 7 割以上を占めている。なお、製造業は「町外販売額－町外仕入金

額」がプラスとなっており、域外資金を獲得している重要な産業となっている。（図

表 2） 

・ 今後、急速に人口が減少することにより、各産業への需要の減少も見込まれ、各産

業に大きな影響を及ぼすことが予測される。 

図表 1 2012年（平成 24年）産業別売上高（企業単位） 

 
資料：「平成 24 年経済センサス－活動調査」 

※「農業・林業」に個人経営は含まれていない 

※「漁業」の個人経営は含まれていない 

※「鉱業，採石業，砂利採取業」、「金融業，保険業」、「複合サービス事業」の売上高は、秘匿値とな 

っており、上記に含んでいない  

図表 2 2013年（平成 25年）町外での販売額（企業単位） 

 
資料：地域経済分析システム（RESAS） 
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（４）産業別付加価値額 

・ 町内企業の産業別付加価値額をみると、建設業が 16 億 7,800 万円(25.0%)と最も多

く、次いで卸売業・小売業が 14 億 9,100 万円（22.4%）、製造業が 12 億 3,500 万円

(18.6%)となっている。（図表 1） 

・ 従業員 1 人当たりの産業別付加価値額をみると、製造業が 502 万 4,000 円、建設業

が 422 万 6,000 円、卸売業・小売業が 408 万 5,000 千円となっている。（図表 2） 

 

図表 1 2012年（平成 24年）産業別付加価値額（企業単位） 

 
資料：「平成 24 年経済センサス－活動調査」 

※「農業・林業」に個人経営は含まれていない 

※「漁業」の個人経営は含まれていない 

※「鉱業，採石業，砂利採取業」、「金融業，保険業」、「複合サービス事業」の売上高は、秘匿値とな 

っており、上記に含んでいない 

図表 2 2012年（平成 24年）従業員 1人当たりの産業別付加価値額（企業単位） 

 
資料：地域経済分析システム（RESAS） 
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第４章 枝幸町の将来展望 

 

１．現状の課題の整理 
 

・ 枝幸町の総人口は、1960 年（昭和 35 年）以降、減少し続けている。また、1995 年

（平成 7 年）には、老年人口が年少人口を上回り、2015 年（平成 27 年）には老年

人口が 3 割を超え、急速に高齢化が進んでいる。 

・ 自然増減については、1997 年（平成 9 年）以降、死亡数が出生数を上回る自然減が

続いている。また、出生数に大きく影響する 20～30 代の女性の減少に加え、15～49

歳の男女の未婚率は上昇傾向にあり、合計特殊出生率も低下傾向にあることから、

出生数が伸びない状況となっている。 

・ 社会増減については、転出数が転入数を上回る社会減の状況が続いているが、転出

者数、転入者数とも減少傾向にあり、その規模は縮小しつつある。年齢階級別にみ

ると、特に進学時期にあたる 15～19 歳と 20 代の転出超過が続いている。転出・転

入の状況についてみると、札幌市と旭川市が多く、両市については 20～30 人程度の

転出超過となっている。 

・ 将来人口推計について、社人研の推計をみると、2040 年（平成 52 年）では、5,777

人の見込みとなる。また、この中で 20～39 歳の女性人口は 524 人となり、4 割以上

減少すると見込まれる。 

・ 人口減少が地域の産業及び雇用に与える影響については、労働力人口の減少に伴い、

消費市場の縮小等が予想される。また、高齢化が進むことにより社会保障費が増加

し、歳出がさらに拡大することが予想され、財政運営は厳しくなっていくものと思

われる。 
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２．目指すべき将来の方向 
 

・ 枝幸町の現状分析や課題を踏まえると、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたり活

力あるまちを維持していくためには、社会減・自然減に対応し、安定的な人口規模

の確保や人口構造の若返りを図るとともに、子育て環境の整備や雇用の場の拡大・

創出などを総合的に取り組むことが重要となる。 

・ このようなことを踏まえ、枝幸町が目指すべき将来の方向として、3 つの基本的視点

を定める。 

 

 

【視点１】枝幸町への人の流れをつくり、若い世代の定住を促進する 

＜現状分析による方向性＞ 

・ 将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析では、自然増よりも社会増の影

響が大きくなっており、社会増をもたらす転入増加対策や転出抑制対策が人口減少

の歯止めに効果的である。 

・ このことから人口減少を抑制するために若い世代の UI ターン促進や自然豊かな枝

幸町で安心して過ごしていただくための移住による枝幸町への新たな人の流れをつ

くるとともに、次代を担う若い世代の定住を促進することとが重要である。 

 

＜町民意識調査＞ 

・ 町民を対象とした調査の定住意向では、20～30 代では「他の市町村に移りたい」と

の回答が多い。「条件が合えば住み続けたい」と「他の市町村に移りたい」と回答し

た方の住み続けたいと思うのに必要な条件として「仕事が確保できれば」が多くな

っている。また、枝幸町の人口に対する考えとして、「人口が増加するような対策を

行うべき」が最も多くなっている。 

・ 高校生を対象とした調査では、町外へ進学・就職を希望する人が 6割以上と多いが、

そのうち 4 割は町内に希望する進学先や職業・就職先があれば町内に残りたいと回

答しており、町外に出てもいつかは枝幸町に戻りたいという人が 3割いる。 

・ 中学生を対象とした調査では、ずっと枝幸町に住んでいたいという方が約3割いる。 

・ このことから、20～30 代の若い世代が町内に住み続けられるように仕事を確保でき

るような対策、町外に出た方の Uターンを促すような対策が重要となる。 
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【枝幸町の人口に対する考え】             【今後の進路（高校生）】 
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【町民の定住意向】 

このうちの 4 割は町内に

希望する進学先や職業・就
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【視点２】安心した結婚、出産、子育ての実現 

＜現状分析による方向性＞ 

・ 出生数に大きく影響する 20～30 代の若い世代の未婚率が高いことから、出会いの場

づくりなどにより結婚を促進し、婚姻率の向上を図ることが重要となる。 

・ 人口維持水準とされる合計特殊出生率 2.07 に対し、枝幸町の合計特殊出生率は 1.51

となっており、2040 年（平成 52 年）には年少人口が半減することが見込まれる。こ

のようなことから、長期的な人口の減少を縮小するためにも、合計特殊出生率の向

上を図る必要がある。 

 

＜町民意識調査＞ 

・ 20～40 代・男女のうち、既婚者が約 6 割、未婚者が約 4 割となり、未婚者の 7 割が

結婚を望んでいる。 

・ 既婚者の 8割以上に子どもがいるが、その約 4割は理想とする子どもの数を実現で

きていない状況にある。また、このうちの約 9割が理想の子どもの数を実現したい

が、医療環境が不十分なこと、経済的不安、仕事への影響等のハードルがあるとし

ている。 

・ また、出産・子育てをする上で期待することとして、医療環境の充実、保育サービ

スの充実、職場の理解などが多くあがっている。 

・ 高校生においても将来、結婚したい人が 7割、子どもが欲しい人が約 6割いる。 

・ このようなことから、出生率の向上に向けては、結婚を望む人が結婚できるように

すること、子どもが欲しいという方が安心して妊娠・出産できるような医療、職場、

保育等の環境づくりなどが重要となる。 

 

◆婚姻状況（20～40代） 

・「既婚」が 61.2％、「未婚」が 36.4％ 

 ◆今後、結婚したいと思うか（20～40代・未婚の方） 

  ・「結婚の予定がある」が 5.3％ 

・「いつか結婚したいと思う」が 65.8％ 

・「結婚したいと思わない」が 26.3％ 

◆既婚者の子どもの有無と子どもの数について 

・「既婚」の方のうち、8割以上の方に子どもがいるが、 

そのうち理想の子どもの数を実現しているは半数程度 

  

既婚, 61.2

未婚, 36.4

無回答, 2.4

(n=209) (%)
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【既婚者の子どもの有無】      【子どもの数について（子どもがいる方）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【理想とする子どもの数の実現可能性】 

（理想よりも現実の子どもの人数が少ない方） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆出産・子育てをする上で期待すること 

1 位 「医療環境の充実」(70.8%) 

2 位 「保育所や幼稚園などでの保育サービスの充実」(41.1%) 

3 位 「子育てに対する職場の理解が進むこと」(33.5%) 

 

【将来、結婚したいか】（高校生）      【将来、希望する子どもの数】（高校生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どもがいる, 
84.4

子どもはいな

い, 15.6

(n=128) (%)

理想通りある

いは理想以

上, 52.8

理想より少な

い, 43.5

無回答, 3.7

(n=108) (%)

はい, 67.1
いいえ, 5.5

わからない, 
27.4

n=146(%)

欲しくない, 5.5

１人, 2.7

２人, 43.2

３人以上, 16.4

わからない, 
31.5

無回答, 0.7

n=146(%)

今後、実現可

能である, 10.9

今後、実現し

たいがハード

ルがある, 
86.0

無回答, 3.1

(n=64) (%)

◆理想とする子どもの数を実現するのが困難な理由 

（今後、実現したいがハードルがあると回答した方） 

 1 位 「年齢・健康上の課題」（47.3％） 

2 位 「医療環境が不十分（産婦人科、小児科等の 

不足）」（45.5％） 

3 位 「経済的に厳しい」（30.9％） 

4 位 「仕事（勤めや家業）に差し支える」（29.1％） 
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【視点３】豊かな地域資源を活用し安定した雇用をつくる 

＜現状分析による方向性＞ 

・ 枝幸町は豊かな水産資源を有したオホーツク海に面し、サケ、ホタテ、毛ガニなど

を中心とした水産業と良質な牛乳を生産する酪農が基幹産業で、これらを中心とし

た産業振興により安定した雇用の確保・充実が重要となる。 

・ また、【視点１】に示したように、今後は、転入増加対策をさらに強化することが重

要であり、そのためには新たな産業の創設による雇用拡大が重要となる。 

 

＜町民意識調査＞ 

・ 町民の現行の施策に対する現状評価・今後の重要度をみると、「水産業における担い

手の育成・確保、栽培・資源管理型漁業・水産加工、ブランド化推進」については、

今後も継続的に満足度が得られるよう推進すべき項目として挙げられ、「酪農業にお

ける担い手の育成・確保、乳製品加工・ブランド化推進」については、課題が多く

重点的に推進すべき項目として挙げられている。 

・ 人口増加に取り組む場合に重点を置くべき政策や将来目指すべきまちの姿において

も、医療機関の充実に次いで産業振興による雇用の場の創出が挙げられている。 

・ また、高校生や中学生を対象とした調査の枝幸町の自慢できるところについては、

自然が多いところや農業・漁業が盛んなところが多かった。 

 

◆人口増加対策に取り組む場合、重点をおくべき政策 

1 位「医療機関の充実」(57.4%) 

2 位「産業振興による雇用の場の創出」(50.0%) 

 

◆将来の枝幸町が目指すべきまちの姿 

1 位「福祉や医療サービスが充実し、お年寄りや障がい者が大切にされるまち」(44.0%)、 

2 位「産業が盛んで、働く場に恵まれているまち」(42.3%) 

 

◆自慢できるところ（高校生） 

1 位「森や海などの豊かな自然が多いところ」(79.5%) 

2 位「食べ物や水、空気が美味しいところ」(71.2%) 

3 位「酪農業や漁業・水産加工業が盛んなところ」(56.2％) 

 

◆枝幸町の自慢できるところ（中学生） 

1 位「自然が多いこと」(66.1%) 

2 位「農業・漁業がさかんなところ」(56.2%) 

3 位「枝幸かにまつりや流氷フェスタなどのお祭りがある」(54.9%) 
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３．人口の将来展望 
 今後、視点１から３に基づく施策を展開し、推計する枝幸町の将来人口を目指す。 

 

① 合計特殊出生率 1.51 を 2040 年（平成 52 年）までに 2.07 に上昇させるこ

とを目指す 

・ 国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」では、2030 年（平成 42 年）に合計

特殊出生率を 1.8、2040 年（平成 52 年）に 2.07（人口置換水準）にさせることを目

標としている。 

・ そこで、枝幸町においても、『【視点２】安心した結婚、出産、子育ての実現』に係

る様々な取り組みを通して、現行の 1.51 を段階的に上昇させ、2030 年（平成 42 年）

に 1.8、2040 年（平成 52 年）に 2.07 を達成することを目指す。 

② 転入促進と転出抑制を図り、転入出の均衡を目指す 

・ 転出者数が転入者数を上回る社会減が続いているが、転出者数、転入者数とも減少

傾向にあり、その規模は縮小しつつある。 

・ そこで、『【視点１】枝幸町への人の流れをつくり、若い世代の定住を促進する』や

『【視点３】豊かな地域資源を活用し安定した雇用をつくる』に係る様々な取り組み

を通して、転入促進策と転出抑制策を積極的に講じることで、総合戦略の目標年で

ある 2020 年（平成 32 年）以降転入出の均衡を目指す。 

 

上記の目標を達成することで、枝幸町における 2060 年（平成 72 年）の総人口は、

社人研推計と比較し、1,625 人の増加が見込まれる。 

また、社人研の推計では、2060 年（平成 72 年）の高齢化率が 39.5％まで上昇す

る見込みとなっているが、上記の目標を達成することにより 33.0％まで低下すると

見込まれる。 

図表 枝幸町 人口の将来展望 

 

2010年
（平成22）

2015年
（平成27）

2020年
（平成32）

2025年
（平成37）

2030年
（平成42）

2035年
（平成47)

2040年
（平成52）

2045年
（平成57）

2050年
（平成62）

2055年
（平成67）

2060年
（平成72）

総人口 9,125 8,568 7,959 7,404 6,848 6,304 5,777 5,270 4,798 4,358 3,954

1,174 1,018 876 782 695 634 585 542 491 436 385

12.9% 11.9% 11.0% 10.5% 10.2% 10.0% 10.1% 10.3% 10.2% 10.0% 9.7%

5,375 4,826 4,272 3,886 3,536 3,257 2,899 2,560 2,341 2,171 2,008

58.9% 56.3% 53.7% 52.5% 51.6% 51.7% 50.2% 48.6% 48.8% 49.8% 50.8%

2,576 2,724 2,811 2,736 2,617 2,413 2,293 2,168 1,966 1,751 1,561

28.2% 31.8% 35.3% 37.0% 38.2% 38.3% 39.7% 41.1% 41.0% 40.2% 39.5%

総人口 9,125 8,568 7,981 7,665 7,331 7,003 6,680 6,354 6,064 5,804 5,579

1,174 1,018 898 879 866 868 882 895 887 859 842

12.9% 11.9% 11.3% 11.5% 11.9% 12.4% 13.2% 14.0% 14.7% 14.8% 15.1%

5,375 4,826 4,272 3,980 3,705 3,523 3,267 3,028 2,925 2,901 2,895

58.9% 56.3% 53.5% 51.9% 50.5% 50.3% 48.9% 47.7% 48.2% 50.0% 51.9%

2,576 2,724 2,811 2,806 2,760 2,612 2,531 2,431 2,252 2,044 1,842

28.2% 31.8% 35.2% 36.6% 37.6% 37.3% 37.9% 38.3% 37.1% 35.2% 33.0%

将
来
展
望

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）

社
人
研
推
計

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）

老年人口
（65歳以上）
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図表 枝幸町 人口の将来展望 

 

 

 

図表 枝幸町 高齢化率の長期的な見通し 

 

 

9,125

8,568

7,959

7,404

6,848

6,304

5,777

5,270

4,798

4,358

3,954

9,125

8,568

7,981
7,665

7,331
7,003

6,680
6,354

6,064
5,804

5,579

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

国立社会保障・人口問題研究所 推計 将来展望

（人）

（年）
（平成22） （平成32） （平成42） （平成52） （平成62） （平成72）

39.5

28.2

33.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

（％）

（年）

（平成22） （平成32） （平成42） （平成52） （平成62） （平成72）


